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第１章 計画の策定の考え方 

１ 計画の目的 

○我が国が平成 26年 1 月に批准した「障害者の権利に関する条約（Convention on the 

Rights of Persons with Disabilities）（以下「障害者権利条約」という。）」では、障害

者の人権及び基本的自由の享有を確保し、障害者の固有の尊厳の尊重を促進することを目

的として、障害者の権利の実現について定めています。 

○障害者権利条約の理念に即して改正された障害者基本法第 1 条では、すべての国民が、障

害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生す

る社会を実現するため、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策について、基本

となる事項を定めること等により、総合的かつ計画的に推進することを目的としています。 

○これらを受け、ノーマライゼーション1やソーシャルインクルージョン2の理念のもと、本

区においても、障害の特性や必要な配慮等に関する理解の促進を図るとともに、障害のあ

る人もない人も地域でともに暮らし、ともに活動できる社会の実現に向けた取組をより一

層進めていくことが重要です。 

○障害者権利条約、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（以下「障害者差別解

消法」という。）及び東京都障害者への理解促進及び差別解消の推進に関する条例（以下

「東京都障害者差別解消条例」という。）で掲げられている障害者に対する合理的配慮3に

ついては、国及び都の基本方針に沿って、区において周知・啓発等具体的な取組を進めて

いくこととしています。 

また、「児童の権利に関する条約（Convention on the Rights of the Child）（以下「子

どもの権利条約」という。）」の理念に則って児童福祉法が改正され、児童が適切な養育を

受け、健やかな成長・発達や自立等を保障される権利を有すること等が明確化されました。

なお、平成 30 年 4 月から障害児福祉計画の策定が義務付けられたことに伴い、障害者の

みならず障害児についても、障害の特性や多様なニーズに対応できる専門的・有機的な相

談支援体制の構築を図るとともに、ライフステージに応じた切れ目のない支援、一人ひと

りの状態に応じた適切なサービス等を提供し、その人らしい生活を送るための支援、制度

の縦割りを超えた柔軟な支援等が求められています。 

○こうした状況に着実に対応していくとともに、本区の基本構想を貫く理念である「だれも

がいきいきと暮らせるまち」を実現するために、本区は、令和 3 年度から令和５年度まで

の 3 年間における障害者・障害児施策の考え方と取組を一体的に示した「文京区障害者・

児計画」を策定します。この計画に基づき、障害者権利条約及び子どもの権利条約の考え

方を一層浸透させるとともに、障害の有無にかかわらず、互いに人格と個性を尊重し、支

え合いながらともに生きる地域社会の実現を目指していきます。  
                                                   

1ノーマライゼーション(normalization)  障害のある人もない人も、子どもも高齢者も、だれもが地域で普通（ノーマル）

の生活を送ることを当然とし、ともに支え合って普通の生活ができる社会を創造すること、また、その考え方。 

2ソーシャルインクルージョン(social inclusion) すべての人々を孤独や孤立、排除や摩擦から援護し、健康で文化的な生

活の実現につなげるよう、社会の構成員として包み支え合うという理念。 

 
3合理的配慮 障害のある人もない人も、互いに生き方や生きがいを尊重し、支え合い、ともに暮らしていくため

に必要な配慮。例えば、障害者が継続して仕事ができるよう人的な支援や職場環境の改善を雇用者が行うことや、

障害者が円滑に移動できるように支援すること（過度の負担とならない範囲）が該当する。 
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２ 計画の性格・位置づけ 

○本計画は、基本構想に掲げる将来都市像の実現に向けて、本区の福祉保健施策を総合的か

つ効果的に推進することを目的として策定する文京区地域福祉保健計画の分野別計画の

１つです。 

○また、本区の障害者・児計画は、障害者基本法に基づく「障害者計画」、障害者の日常生

活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下「障害者総合支援法」という。）に

基づく「障害福祉計画」、児童福祉法に基づく「障害児福祉計画」を一体的に策定し、区

の障害者・児施策を総合的・計画的に推進するための基本計画となるものです。 

○そして、「文京区都市マスタープラン」、「文京区地域防災計画」、「文京区アカデミー推進

計画」等の他の分野における行政計画とも整合・連携した計画となっています。 

【図１：文京区地域福祉保健計画における障害者・児計画の位置づけ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図２：障害者・児計画の法的な位置づけ】 

 法的な位置づけ 策定の内容 

文京区 

障害者・児

計画 

障害者基本法に基づく 

「市町村障害者計画」 

・障害者のための施策に関する基本的な事項を定め 

た中長期の計画。 

障害者総合支援法に基づく 

「市町村障害福祉計画」 

・障害者計画で示した基本的な事項のうち、障害福 

祉サービスに関する 3 年間の実施計画。 

・障害者総合支援法の各種サービス（訪問系サービ 

ス、日中活動系サービス、居住系サービス等）の

事業量の見込み等を示す。 

児童福祉法に基づく 

「市町村障害児福祉計画」 

・障害者計画で示した基本的な事項のうち、障害児

通所支援等に関する３年間の実施計画。 

・児童福祉法の各種サービス（障害児通所支援、障

害児相談支援等）の事業量の見込み等を示す。 
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３ 計画の期間 

○本計画は、令和 3 年度から令和５年度までの 3 年間を計画期間とし、令和５年度に見直

しを行います。 

〇行政需要の変化を的確に捉えた区政運営を進めていくため、重要性・緊急性が高い優先課

題を明らかにした「重点化計画」とし、財政的な裏付けを伴う区の最上位計画に位置付け

られる「文の京」総合戦略との整合を図ります。 

 

 

令和元年度 令和２年度 令和 3 年度 令和４年度 令和５年度 

     

 

 

 

    

     

     

 

 

  

文京区地域福祉保健計画 

「文の京」総合戦略（令和 2 年度～令和 5 年度） 

文京区障害者・児計画 

前期計画 

 

整
合 
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４ 計画の推進に向けて 

（１）地域の連携と支え合いによる地域福祉保健の推進 

地域では、区民、町会・自治会、民生委員・児童委員、福祉関係事業者、NPO、ボラン

ティア団体など様々な主体が地域福祉保健の推進のために、日々主体的に活動しています。 

本計画を推進していく上では、こうした地域による主体的な活動のすそ野をさらに広げ、

様々な主体間の連携を強化するとともに、支援される人たちが時には支援する担い手とし

て活躍するような地域ぐるみの支え合いを推進していくことが大切です。 

区は、制度的に位置づけられた公的な福祉保健サービスを適切に提供するとともに、地

域福祉の推進を担う社会福祉協議会と緊密に連携し、地域の主体的な活動への積極的な支

援や様々な主体間の連携を図ることを通して、各主体と協働して地域ぐるみの支え合いを

推進します。 
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社会福祉協議会は、社会福祉法に基づき「地域福祉の推進」を目的に、全国・都道府県・市区

町村のそれぞれに組織されている非営利の民間団体で、文京区社会福祉協議会は、昭和 27年

（1952 年）に設立されました。 

 社会福祉協議会では、現在、地域福祉を推進するため、次のような事業を展開しています。 

 

1   地域福祉コーディネーターの配置による小地域福祉活動の推進 

2   生活支援コーディネーターの配置による地域の支え合い体制づくりの推進 

3    地域団体による地域子育て支援拠点事業 

4   ボランティア・市民活動の相談・支援（文京ボランティア支援センター） 

5   ＮＰＯ等によるつながりを創出した地域課題への解決支援（地域連携ステーション） 

6   地域の皆さんの交流の場づくり（ふれあいいきいきサロン） 

7   ボランティアによるひとり暮らし等の高齢者へのみまもり訪問 

8  高齢者等への日常生活支援（いきいきサービス） 

9   子育ての相互援助事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

10   子どもたちに対する食事提供の支援を含めた居場所づくりへの支援 

11  相談支援包括化推進員の配置による重層的な支援体制づくりの推進 

12   福祉サービス利用援助事業 

13  成年後見制度利用支援 

14   災害ボランティア体制の整備 

 

また、社会福祉協議会では「文京区地域福祉活動計画」を策定しています。 

地域住民をはじめ、地域福祉関係者・関係団体、社会福祉協議会など、様々な活動主体

が協働して、本計画とも連携を図りながら、計画を推進しています。そして、地域の皆さ

んが主体的に取り組み、支え合えるまちづくりを地域の皆さんをはじめ、区、民生委員・

児童委員、地域福祉関係者等と一緒に進めています。 

 

 

  

社会福祉協議会とは？ 
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（２）「文京区版」地域包括ケアシステムの構築・地域共生社会

の実現に向けて 

区ではこれまで、介護が必要になっても住み慣れた地域で暮らし続けることができるよ

うにするため、介護だけでなく、医療や予防、生活支援、住まいを一体的に提供する地域

包括ケアシステムの構築を推進してきました。 

第８期高齢者・介護保険事業計画に基づき、「高齢者版」地域包括ケアシステムを推進し

ていくとともに、「必要な支援を包括的に提供する」という考え方を障害者や子ども等への

支援にも普遍化することを目指します。また、高齢の親と無職独身の５０代の子が同居し

ている世帯（いわゆる「８０５０」）、介護と育児に同時に直面する世帯（いわゆる「ダブ

ルケア」）、ヤングケアラー4など、課題が複合化していて、高齢者に対する地域包括ケアシ

ステムだけでは適切な解決策を講じることが難しいケースにも対応できる体制の整備を進

め、地域特性を踏まえた「文京区版」地域包括ケアシステムの構築を目指します。 

これらの取組について不断の努力をもって進めていき、最終的には、だれもが地域・暮

らし・生きがいをともに創り、高め合うことができる「地域共生社会」5の実現を目指しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
4 ヤングケアラー 家族にケアを要する人がいる場合に、大人が担うようなケア責任を引き受け、家事や家族の

世話、介護、感情面のサポートなどを行っている、18歳未満の子どものこと。 
5 地域共生社会 制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多

様な主体が「我が事」として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて「丸ごと」つながることで、住民

一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会。 
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（３）新たな感染症への対策を踏まえた今後の地域福祉保健活

動のために 

令和元年 12 月に発生した新型コロナウイルス感染症は、短期間で全世界にまん延し、

日本においても経済社会のあり方と人々の行動に様々な変容を迫るものとなりました。特

に感染リスクを避けるために外出を自粛したり、人と人との接触を控えることが求められ

ることで、従来のような区民間の交流や社会参加の機会、また、日常の地域での見守りと

いった地域福祉が担う区民の協働による様々な活動も難しい状況となっています。このよ

うな健康危機の発生により、公衆衛生行政及び活動の重要性が再認識されるとともに、「新

しい日常」のもと、人々の生活を営む上で必要不可欠である「人と人とのかかわり」を絶

やさないための地域福祉保健活動の基盤整備、体制強化が必要です。 

こうした背景を踏まえ、文京区では、区民の社会的孤立を防ぎ、区民のセーフティネッ

トを確保するため、感染リスクや感染に対する不安を軽減するための対策を図り、地域に

おける相談支援や見守り体制を強化していきます。加えて、福祉サービス基盤を維持する

ための事業者や支援の担い手に対するサポートを行い、ともに支えあう地域社会づくりに

取り組みます。 

新型コロナウイルス感染症をはじめとする感染症と共存した社会を目指すに当たり、多

様化・複雑化する福祉保健ニーズに対応するため、公衆衛生看護活動を行う専門職である

保健師が活躍できる幅を広げてまいります。感染症対策等の保健衛生分野から高齢者福祉、

介護保険、障害者福祉、子育て支援等の福祉分野に至るまで、あらゆる年代や健康課題を

持つ区民を対象に専門性を活用した支援方法を検討しつつ、よりきめ細やか、かつ組織的

な働きかけを行っていきます。保健師活動が求められる分野の拡大を踏まえて、保健師を

各部門に適正に配置することで、分野横断的・包括的に取り組むことのできる多職種協働

の体制整備を検討してまいります。 

そして、「文京区版」地域包括ケアシステムを推進していくに当たり、保健、医療、福祉、

介護等の各分野及び関係機関、区民等と連携し、区民のいのちと暮らしを守ります。 

 

（４）計画の進行管理 

本計画を着実かつ効果的に推進するため、公募区民、福祉保健関係団体の代表者、学識

経験者等で構成する「文京区地域福祉推進協議会」及び「地域福祉推進協議会障害者部会」

等において、進行管理を行っていきます。 

 

 


